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 第１章 総則 
 
（趣旨） 

第１条 この規程は、公立大学法人滋賀県立大学（以下「本学」という。）における病原
体等の取扱いおよび安全管理に関し必要な事項を定め、病原体等の使用に起因して発生
する曝露および病原体等による事故を未然に防止することを目的とする。 
 

 （定義） 
第 2条 この規程において、次に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 
（１）「病原体等」とは、細菌、真菌、ウイルス、プリオン、寄生虫、およびこれらの産

生する毒性物質、発がん性物質およびアレルゲン等生物学的作用を通してヒトまたは
動物に危害を及ぼす要因となるものをいう。 

（２）「病原性」とは、病原体等が何らかの機構により、ヒトまたは動物・植物に危害を
及ぼすことをいう。 

（３）「BSL」とは、病原体等を使用する実験（以下「実験」という。）におけるバイオセ
ーフティレベルのことをいう。 

（４）「ABSL」とは、動物を用いた実験におけるバイオセーフティレベルをいう。 
（５）「特定病原体等」とは、感染症法で規定する一種病原体等、二種病原体等、三種病

原体等および四種病原体等をいう。 
（６）「病原体等管理区域」とは、BSL2 または ABSL2（以下、「レベル 2」という。）実験

室およびその他の病原体等の安全管理が必要な特定の区域（以下「管理区域」とい
う。）をいう。この場合、管理区域には、病原体等を保管または滅菌する区域が含ま
れる。 

（７）「取扱者」とは、本学において病原体を取り扱う本学教職員、学生（授業によりレ
ベルの低い病原体等を取り扱う場合を除く。）、他機関から受け入れた研究員をいう。 

（８）「取扱責任者」とは、取扱者によって実施される実験の安全管理上の責任を負う者
（本学の専任教員に限る。）をいう。 

（９）「部局」とは、公立大学法人滋賀県立大学学則第３条から第６条および公立大学法
人滋賀県立大学事務局規則第２条に規定する組織をいう。 

 
 



第２章 安全管理体制 
 （理事長の責務） 
第 3条 理事長は、本学における病原体等の取扱いに係る安全管理に関する業務を統括 
し、包括的な責任を負う。 
 
（専門委員会の設置） 

第４条 理事長は、この規程の適正な実施のために、研究推進委員会内に滋賀県立大学バ
イオセーフティ専門委員会（ 以下「委員会」という。）を設置する。 

２ 委員会の組織、運営等に関し必要な事項は、別に定める。 
  
（実験部局の長の責務） 

第５条 実験を実施する部局等の長（以下「部局長」という。）は、当該部局における病 
原体等の安全管理に関し包括的な責任を負う。 
 
（取扱責任者） 

第６条 取扱責任者は、実験に関し、第９条および第 10 条に規定された届出、申請を行 
わなければならない。 

２ 取扱責任者は、実験における病原体等の安全管理に関し責任を負う。 
 
 （取扱者） 
第７条 取扱者は、管理区域内で病原体等を取り扱う場合は、この規程に適合する方法に 

依らなければならない。 
 
第３章 安全管理基準 
 

 （病原体等の BSL 分類および ABSL 分類） 
第８条 病原体等の取扱いに関わる基準は、別表１の付表１から４に定める。 
２ 委員会の委員長（以下「委員長」という。）は、病原体等のレベルの分類が前項の基
準によることができないと認めた場合は、委員会に諮り、実験方法および取扱いの量等
により当該病原体等の取扱い分類を別に決定することができる。 

  
（実験室等の安全整備および運営に関する基準等） 
第９条 本学においては、BSL３または ABSL3（以下、「レベル 3」という。）以上に該当
する病原体等の取扱いはできないものとする。 

２ 病原体等を取り扱う実験室は、別表１の付表２から付表 4、別表２、および別表 3に
定める基準にしたがって必要な設備を整え、運営されなければならない。 

３ レベル２の病原体等を用いる実験室を設置（変更を含む。) する場合、取扱責任者は
バイオセーフティ実験室登録申請書（様式第１号）を理事長に提出し、承認を得るもの
とする。 

４ 取扱責任者は、第３項の届出に係る実験室の使用が終了したときは、バイオセーフテ
ィ実験室使用終了届（様式第３号）によりその旨を理事長に届け出なければならない。 

５ 取扱責任者は、第３項と第４項の申請（届出）について、部局長を経て、理事長に提
出するものとする。 

 
（病原体等の取扱手続） 

第１０条 取扱責任者は、レベル２の病原体等を新たに用いて実験し、または新たに保管
しようとするときは、病原体等取扱届（様式第４号）により、あらかじめ理事長に届け



出なければならない。 
２ 取扱責任者は、第２項の届出に係る病原体等の実験または保管が終了したときは、病
原体等取扱中止・終了届（様式第５号）によりその旨を理事長に届け出なければならな
い。 

３ 取扱責任者は、第１項と第２項の届出について、部局長を経て、理事長に提出するも
のとする。 

（病原体等の運搬） 
第１１条 レベル２の病原体等の運搬については、万国郵便条約の通常郵便に関する施行
規則（平成１９年８月３１日号外総務省告示第 511 号）によるほか、WHOの「感染性
物質の輸送規則に関するガイダンス」（以下「WHO 輸送ガイダンス」という。）に準拠
し、WHO 輸送ガイダンスのカテゴリーA またはカテゴリーB にて運搬しなければなら
ない。 

（管理区域の表示） 
第１２条 レベル２実験室の出入口には、国際バイオハザード標識を表示しなければなら
ない。 

（取扱者の要件） 
第１３条 取扱者は、レベル２実験室において実験を行おうとするときは、次に掲げる条
件を満たさなければならない。 

（１）使用する病原体等に関し、その生物学的性質、人体に対する病原性、安全な取扱い
方法、起こりうるバイオハザード、取扱施設の構造、曝露発生時の緊急時処置等につい
て、十分な知識を有し、かつ技術的修練を積まなければならない。

（２）第２０条に規定する定期の健康診断を受診しなければならない。

（病原体等の滅菌等の処置） 
第１４条 取扱者は、病原体等（病原体等に汚染された物およびそのおそれのある物を含
む。）を実験終了後に廃棄処理しようとするときは、別表３に示した基本的事項にした
がい適切な消毒、滅菌方法で処理しなければならない。 

（曝露および曝露時の対応） 
第１５条 次に掲げる事態が発生したときは、これを曝露として取り扱うものとする。 
（１）管理区域内の安全設備の機能に重大な欠陥が発見されたとき。
（２）第２０条および第２１条に規定する健康診断の結果、実験に用いた病原体等による
健康障害であることが曝露直後の報告により明確に特定できるとき。

（３）第２２条第２項に規定する報告があったとき。
２ 前項第１号から第３号までの曝露を発見した場合は、遅滞なく委員長に通報しなけれ
ばならない。 

３ 曝露の報告を受けた委員長は、直ちに理事長に報告し、速やかに所要の措置を講じな
ければならない。 

４ 委員長は、事後処置後の安全を確認したときは、遅滞なく理事長に報告しなければな
らない。 

（緊急事態の措置） 
第１６条 理事長は、地震、火災その他の災害により、病原体等の安全管理に関し、必要
があると判断した場合は、直ちに緊急対策本部を設置しなければならない。 



２ 委員長は、前項の緊急対策本部が設置されるまでの間、緊急事態に即応した措置を講
ずるとともに、速やかに緊急事態の内容および範囲、ならびに講じた緊急措置の内容を
理事長に報告しなければならない。 

３ 地震または火災等の災害による被害の防止対策および大規模地震対策特別措置法（昭
和５３年６月１５日法律第７３号）第２条第１３号に規定する警戒宣言（以下「警戒宣
言」という。）が発せられた場合において講じなければならない措置は、この規程に定
めるもののほか、滋賀県立大学危機管理対策基本マニュアルおよび各部局等の消防計画
の定めるところによる。 

 
（緊急対策本部） 

第１７条 前条第２項に規定する緊急対策本部は、理事長および委員会の委員で組織す
る。 

２ 緊急対策本部に本部長を置き、理事長をもって充てる。 
３ 緊急対策本部は、次の事項を指揮し処理する。 
（１）被汚染者の処置に関すること。 
（２）病原体等の逸出の防止対策に関すること。 
（３）汚染防止ならびに汚染された場所および物の処置に関すること。 
（４）汚染区域の指定に関すること。 
（５）汚染区域の安全性調査および汚染区域の解除に関すること。 
（６）広報活動に関すること。 
（７）その他緊急事態における病原体等の安全管理に関し必要なこと。 
４ 本部長は、病原体等に関する安全性が確認され緊急事態が解消したときに、緊急対策
本部を解散する。 

 
第４章 健康管理 
 

 （定期の健康診断） 
第１８条 理事長は、レベル２の病原体等の取扱者に対して、少なくとも年１回、定期の
健康診断を実施しなければならない。 

 
 （臨時の健康診断） 
第１９条 理事長は、必要と認める場合には、取扱者および病原体等に感染したおそれの
ある者に対して臨時の健康診断を受けさせることができる。 

 
 （健康診断後の措置） 
第２０条 理事長は、健康診断の結果、当該健康診断を受診した者（以下「受診者」とい
う。）にレベル２の病原体等による感染が疑われるときには、直ちに医師による診察ま
たは処置を受けさせるとともに安全確保のために必要な措置を講ずるものとする。 

 
 （健康診断の記録） 
第２１条 理事長は、受診者の健康診断の記録を作成しなければならない。 
２ 前項の記録は、受診後（受診者の異動または退職（学生にあっては、卒業または退
学）の後も含む。）原則として５年間、これを保存しなければならない。ただし、取り
扱った病原体等の潜伏期間が短いものについては、この限りではない。 

 
 
 



第５章 その他 

 （遵守義務） 
第２２条 取扱者は、病原体等の取扱いについて、安全管理の重要性を十分理解し、この
規程を遵守するとともに、感染症法、家畜伝染病予防法（昭和２６年法律第１６６
号）、輸出貿易管理令（昭和２４年政令第３７８号）、遺伝子組換え生物等の使用等の規
制による生物の多様性の確保に関する法律（昭和４８年法律第１０５号）等の関連法規
に定められた規定を遵守しなければならない。 

２ 取扱者は、実験・検査に用いた病原体等による感染症が疑われる場合は、取扱責任者
を通して関係者に自ら申し出る義務を負う。 

３ 取扱者は、この規程の定めるところによらなければ病原体等を取り扱うことはできな
い。 

４ 取扱者は、この規程に反する重大な事項に気づいた場合には、委員会に報告しなけれ
ばならない。 

（雑則） 
第２３条 この規程に定めるもののほか、病原体等の取扱いに関し必要な事項は、研究推
進委員会が別に定める。 

付 則 
この規程は、令和 4 年  6月 1日から施行する。 



別表1

病原体等の取扱いにおいては、 病原体等のリスク群分類（付表1-1)を基準として、 付表1-

2に示した各項目をリスク評価し、 病原体等のバイオセ ー フティレベル(BS L)分類を定め、 こ

れに対応する実験手技と安全機器（付表2)及び実験室の設備（付表3)を適用することで、 病原

体等取扱者と以下に掲げる関連者の安全を確保する。実験動物における病原体等の取扱いについて

も同様とする。

付表1 -1 病原体等のリスク群による分類

本表においては、 検定・検査・研究活動を行う実験室における通常の取扱い量及び取扱い方法を

考慮し、 ヒトヘのリスクを基準として、 病原体等を4つのリスク群に分類した。 家畜、 環境、 大量

生産、 バイオテロリズム対策など、 それ以外の条件下における病原体等のリスク群分類としては利

用できない。 「病原体等取扱者」及び「関連者」 （病原体等取扱者と感染の可能性がある接触が直

接あるいは間接的に起こりうるその他の人々。）の健康への影響に基づき、 WHOの「実験室バイオセ
ー フティ指針第3版(2 0 0 4年）」の考え方をもとにして分類されている。

リスク群1 (「病原体等取扱者」及び「関連者」に対するリスクがないか低リスク）

ヒトあるいは動物に疾病を起こす見込みのないもの。

リスク群2 (「病原体等取扱者」に対する中等度リスク、 「関連者」に対する低リスク）

ヒトあるいは動物に感染すると疾病を起こし得るが、 病原体等取扱者や関連者に対し、重大な

健康被害を起こす見込みのないもの。 また、 実験室内の曝露が重篤な感染を時に起こすこともあ

るが、 有効な治療法、 予防法があり、 関連者への伝幡のリスクが低いもの。

リスク群3 (「病原体等取扱者」に対する高リスク、 「関連者」に対する低リスク）

ヒトあるいは動物に感染すると重篤な疾病を起こすが、 通常、 感染者から関連者への伝幡の可

能性が低いもの。 有効な治療法、 予防法があるもの。

リスク群4 (「病原体等取扱者」及び「関連者」に対する高リスク）

ヒトあるいは動物に感染すると重篤な疾病を起こし、感染者から関連者への伝幡が直接または

間接に起こり得るもの。通常、 有効な治療法、 予防法がないもの。



付表1-2 リスク評価項目

病原体等を実験室内で取扱う場合の病原体等の取扱いの具体的なバイオセ ー フティレベル(BS

L)分類は、 付表1-1 （病原体等のリスク群による分類 ）を参照に、WHOの「実験室バイオセー

フティ指針第3版(2 0 0 4年）」の考え方をもとにして、 以下の各項目をリスク評価して決定す

る。

1. 取扱う病原体等の病原性（量、 取扱い条件も考慮する）。

2. 病原体等の取扱い様式（エアロゾル発生の有無を考慮する）。

3. 取扱う病原体等が国内に常在するか否か。

4. 取扱う病原体等の伝播様式と宿主域（取扱い病原体等に対する免疫状況、 宿主集団の密

度及び移動、 媒介動物の存在、 衛生状況も考慮する）。

5. 有効な予防対策法をとることができるか否か（予防接種等による予防、 衛生対策、 宿主

動物または媒介動物対策も考慮する）。

6. 有効な治療法があり、 それを受けることができるか否か（血清療法、 曝露後ワクチン接

種及び、 抗菌剤、 抗ウイルス剤、 その他の化学療法剤も考慮する）。

7. 薬剤耐性株の出現の可能性。

8. 院内感染の重要な病原体等であるか否か。

註：本安全管理規程では、

① 国内に常在しない病原体等についてはより高いBSLに分類する場合がある。

② 臨床検体及び診断用検体の取扱いは通常BSL2で行う。 ただし、臨床診断等からよりリスク

の高い病原体等が原因として疑われるときは、 より高いBSLで扱うことを考慮する。

③ この分類において、 「動物」は実験動物とする。



付表1-3 動物実験におけるリスク評価項目

病原体等を用いた動物実験においては、付表1-2に以下の項目を加え、実験動物及びヒトヘの感

染のリスク評価を行い、 動物バイオセ ー フティレベル(ABS L)分類を決定する。

1. 取扱う病原体の実験動物間での感染・伝播様式

2. 取扱う病原体を実験動物に接種する場合の感受性

3. 接種した病原体の体外への排出機構及びその量

4. 感染動物が野外へ出た場合、同種野生動物への感染及びヒトヘの伝播

註：感染を伴わない毒素接種による検査については別途考慮する。





付表3 BSL実験室の安全設備基準

BSL 

1 2 3 4 

実験室の独立性＊1 不要 必要

汚染除去時の実験室気密性 不要 必要

換気：

内側への気流 不要 不要 必要

制御換気系 不要 不要 必要

排気のHEPAろ過 不要 不要 必要

不要 不要 必要

不要 不要 不要

入口部二重ドア（インターロック＊2)

エアロック＊ 3

エアロック＋シャワ ー 不要 不要 不要

不要 不要 必要 必要＊ 5

不要 不要 必要 必要

前室 ＊4

排水処理 ＊ 6

オートクレーブ：

不要 必要 必要 必要

不要 望ましい 必要
管理区域内

実験室内

両面オートクレーブ 不要 不要 望ましい

生物学用安全キャビネット 不要 必要 ＊7 必要 必要

作業従事者の安全監視機能 ＊
8 不要 不要 必要 必要

* 1 施設内の通常の人の流れからの実質的、 機能的隔離。

* 2 二重 ドアで構成される部屋は前室に相当する。 なお、 イ ンタ ー ロックドアとは同時に2枚の

扉が開放されないような機構を有するドアのことをいう。

*3 エアロッ クとは気圧を保つために設ける機構のこと。 通常は複数の扉を設け、 インタ ー ロッ

クドアとなっている。

*4 実験室につながる隣室。

*5 B SL4実験室の前室は、入口部二重ドア、エアロック、エア ロック＋シャワ ーが相当する。

* 6 一般排水処理とは異なる消毒滅菌処理のことをいう。

*7 エアロゾル発生のおそれがある場合は、 生物学用安全キャビネットが必要。

*8 たとえば、 観察用窓、 監視カメラ、 インタ ー フォン、 双方向性モニタ ー設備など。

不要

不要 必要

必要

必要

必要

必要

必要

必要

必要

必要

必要

必要

必要

必要

必要

必要

必要必要

必要

必要





別表2 病原体等取扱実験室の安全設備及び運営基準

SSL 1 (1) 通常の微生物学実験室を用い、 特別の隔離の必要はない。

(2)一般外来者は当該学部の管理者（学部長等）の許可及び管理者が指定した

立会いのもと立入ることができる。

BSL 2 (1) 通常の微生物学実験室を限定した上で用いる。

(2) エアロゾル発生のおそれのある病原体等の実験は必ず生物学用安全キャビ

ネットの中で行う。

(3) オー トクレー ブは実験室内、 ないし前室（実験室につながる隣室）あるい

はさらにその周囲の部屋に設置し使用する。できるだけ実験室内に置くこ

とが望ましい。

(4) 実験室の入り口には固際バイオハザー ド標識を表示する。

(5)実験室の入り口は施錠できるようにする。

(6) 実験室のドアは常時閉め、 一般外来者の立入りを禁止する。

BSL 3 (1) BSL3 区域は、他の区域から実質的、 機能的に隔離し、 二重ドアにより

外部と隔離された実験室を用いる。

(2) 実験室の壁、床、天井、作業台等の表面は洗浄及び消毒可能なようにする。

(3)ガス滅菌が行える程度の気密性を有すること。

(4) 給排気系を調節することにより、常に外部から実験室内に空気の流入が行

われるようにする。

(5)実験室からの排気はヘパフィルタ ーでろ過してから大気中に放出する。

(6)実験室からの排水は消毒薬またはオー トクレー ブで処理してから排出し、

さらに専用の排水消毒処理装置で処理してから一般下水に放出する。

(7)病原体を用いる実験は、 生物学用安全キャビネットの中で行う。

(8)オー トクレー ブは実験室内に置く。

(9) BSL3 区域の入り口には国際バイオハザー ド標識を表示する。

(10) BSL3 区域の入り口は施錠できるようにする。

(1 1) 入室を許可された者及び管理に関わる者以外の立入りは禁止する。

BSL 4 (1)BSL4 区域は他の区域から実質的、機能的隔離を行い独立した区域とし、

BSL4 実験室とそれを取り囲むサポート域を設ける。また、独立した機器

室、 排水処理施設、 管理室を設ける。

(2)実験室の壁、床、天井はすべて耐水性かつ気密性のものとし、これらを貫



通する部分（給排気管、 電気配線、 ガス、 水道管等）も気密構造とする。

(3) 実験室への出入口には、 エアロックとシャワ ー室を殷ける。

(4)実験室内の気圧は隔離の程度に応じて、気圧差を設け、高度の隔離域から、

低度の隔離域へ、又低度の隔離域からサポート域へ空気が流出しないよう

にする。

(5)実験室への給気は、 1層のヘパフィルタ ーを通す。 実験室からの排気は2

層のヘパフィルタ ー を通して、外部に出す。 この排気ろ過装置は予備を含

めて2組設ける。

(6) 実験室内の滅菌を必要とする廃棄物等の滅菌のために、実験室とサポート

域の間には両面オー トクレー ブを設ける。

(7)実験室からの排水は専用オー トクレー ブにより1 2 1 ℃以上に加熱滅菌

し、 冷却した後、専用排水消毒処理装置でさらに処理してから、 一般下水

へ放出する。

(8) 実験は完全密閉式のグロ ー ブボックス型安全キャビネット（クラス I I I 安

全キャビネット）の中で行う。

(9) BSL4 区域の入り口には国際バイオハザー ド標識を表示する。

(10)BSL4 区域の入り口は施錠できるようにする。

(1 1)入室を許可された者及び管理に関わる者以外の立入りは禁止する。



別表3　特定病原体等の保管等の技術上の基準一覧

1種病原体等 2種病原体等 3種病原体等

保

管

の

基

準

使

用

の

基

準

滅

菌

の

基

準

対象病原体等BSL BSL4 BSL3 

密封 容器に 入れ保管庫

で保管
゜ ゜

保管庫等の施錠 ゜ ゜

複数名での出し入れ ゜

保管施設のバイオハザ

ード標示
゜

複数名での作業 ゜

安全キャビネット内での 0（ 高度：クラスm)
0（クラス1I以上）

適切な使用 ※クラス1[B以上

飲食、喫煙、化粧の禁
゜ ゜

防御具の着用 ゜ ゜

゜
退出時の汚染 除去等

※消毒剤の使用
゜

排気、汚染排水・汚染物 0（排気`汚染排水・ 汚 0 （ 排 気、 汚 染 排

品の滅菌等 染物品） 水・汚染物品）

管理区域に人がみだり

に立入ら ない措置
゜ ゜

感染させた動物の持ち
゜ ゜

出し制限

感染動物の逸走防止の

措置
゜ ゜

実験室出 入口へのバイ
゜ ゜

オハザ＿ド標示

121℃、15分以上の

121℃、15分以上の高
高圧蒸気滅菌又は

0.01％以上 の 次亜

汚染物品等の滅菌等
圧蒸気滅菌又は同等

塩素酸Na浸漬1時
以上の効果を有する方

間以上又は同等以
法

上の効果を有する

方法

゜
゜

(121゜C、15分以上
(121゜C、15分以上の

の高圧蒸気滅菌又
高圧蒸気滅菌 、 か つ

は0.01％以上の次
排水の滅菌等 0.01％以上の次亜塩素

亜塩素 酪Na'浸漬1
酸Na浸潰1時間以上

時間以上又は同等
又は同等以上の効果

以上の効果を有す
を有する方法）

る方法）

※陽圧気密防護服着用の場合（着用前に異常の有無を確認）
注釈） ＊1：毒素を使用した動物は除く。

BSL2 BSL3 

゜ ゜

゜ ゜

゜ ゜

0（クラス11以上） 0（クラスn以上）

゜ ゜

゜ ゜

゜ ゜

0（汚染排水・汚染 0排気、汚染排水 ・

物品）） 汚染物品）

゜ ゜

゜ ゜

゜ ゜

゜ ゜

【毒素】

1分以上の煮沸又
121゜C、15分以上の

高圧蒸気滅菌又は
は2. 5％以上水酪化

Na浸漬1時間以上
0.01％以 上の次亜

塩素酷Na浸潰1時
又は同等以上の効

間以上又は同等以
果を有する方法

【毒素以外］
上の効果を有する

方法
左記の方法

゜

゜ (121℃、15分以上

(0.00003％以上の の高圧蒸気滅菌又

残留次亜塩 素 酸 は0.01％以上の次

Na、又は同等以上 亜塩素酸Na浸漬1

の効果を有する方 時間以上又は同等

法） 以上の効果を有す

る方法）

〇 運搬の基準(1種～4種病原体等）
•運搬する場合には容器に封入すること。
•容器は、 次の基準に適合するものであること。
0容易 、かつ安全に取扱えること。
〇運搬中の温度・内圧の変化、振動等により 、破損等が生じる恐れがないこと。
0みだりに開封されないように 容易に破れないシ＿ル等が貼り付けられていること。（事業所内の運搬には適用しない。） 0
内容物の漏洩のおそれのない十分 な強度・耐水性があること。
0感染性 物質危険物表示（ バイオハザードマーク）が付されていること。（事業所内の運搬には適用しない。）

•容器の車両等への積付けは、 運搬中の移動、転倒、転落等により安全性が損 なわれないように行うこと。

•この他厚生労働大臣が定める基準に適合すること。

BSL2 

゜

゜

゜

0（クラス1[以上）

゜

゜

゜

0（汚染排水·汚染

物品）

゜

゜

゜

゜

左記の方法

゜

(0.00003％以上の

残留次亜塩素酸

Na、又は同等以上

の効果を有す る 方

法）

4種病原体等

BSL3 BSL2 

゜ 。

゜ ゜

゜ ゜

0（クラスn以上） 0（クラス11以上）

゜ ゜

。 ゜

゜ ゜

0 （排気 、 汚 染 排 0（汚染排水・汚染

水・汚染物品） 物品）

゜ ゜

゜ 0 *1 

゜ ゜

゜ ゜

【毒素］
121゜c. 15分以上の

高圧蒸気滅菌又は
1分以上の煮沸又

は2.5％以上水駿化
0.01％以上の次亜

Na浸漬1時間以上
塩素酸Na浸漬1時

間以上又は同等以
又は同等以上の効

果を有する方法
上の効果を有する

【毒素以外l
方法

左記の方法

゜

(121゜C 疇 15分以上 ゜

の高圧蒸気滅菌又 ( 0.00003％ 以上の

は0.01％以上の次 残留次亜塩 素酸

亜塩素酸Na浸漬1 Na、又は同等以上

時間以上又は同等 の効果を 有する方

以上の効果を有す 法）

る方法）
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